
毎日の料理を楽しみに

第14回
定時株主総会

招集ご通知

証券コード：2193

クックパッド株式会社

日時	 2018年3月27日（火曜日）午前10時
	 （受付開始は午前９時）

場所	 東京都目黒区三田一丁目13番２号
	 ザ・ガーデンホール
	 （恵比寿ガーデンプレイス内）
	 �裏表紙の株主総会会場ご案内図をご参照ください。

議 案

第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役５名選任の件
第３号議案　�ストック・オプションとして

新株予約権を発行する件
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株主総会会場ご案内図
会　　　　　場 ザ・ガーデンホール（恵比寿ガーデンプレイス内）
 東京都目黒区三田一丁目13番２号
会場の交通機関 ●JR山手線・埼京線　恵比寿駅東口から
 　恵比寿スカイウォーク（動く歩道）で徒歩約12分
 ●東京メトロ日比谷線　恵比寿駅１番出口を出て
 　正面のエスカレーターに乗り、JR恵比寿駅東口から
 　恵比寿スカイウォーク（動く歩道）で徒歩約14分

※　同施設内にあるザ・ガーデンルームではございませんのでご注意ください。
※　株主総会にご出席の株主さまへのお土産はとりやめとさせていただいて
　　おります。
　　何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

株主総会にご出席の株主さまへのお土産は
とりやめとさせていただいております。
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげ	
ます。
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株 主 各 位

第14回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第14回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、「議決権行使方法についてのご案内」（次頁）のとおり、書
面または電磁的方法（インターネット等）によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2018年３月26日（月曜日）午後６時30分までに到着するようご返送くださ
いますようお願い申しあげます。

敬　具

証券コード　2193
2018年３月６日

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
ク ッ ク パ ッ ド 株 式 会 社
代 表 執 行 役  岩 田 林 平

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎�当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。
◎開会間際の混雑緩和のため、早めのご来場をお願い申しあげます。
◎資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申しあげます。
◎�事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット
上の当社ウェブサイト（アドレス https://info.cookpad.com/ir）に掲載させていただきます。

◎�遠方に住んでいるなどのご事情で株主総会に出席できない株主さまとの公平性を勘案して、株主総会
にご出席の株主さまへのお土産はとりやめとさせていただいております。
　何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
◎�以下の事項につきましては、法令及び当社定款第19条の規定に基づき、インターネット上の当社	
ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。
[事業報告] �新株予約権等の状況、会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制及び当該体制

の運用状況の概要、株式会社の支配に関する基本方針
[連結計算書類] 連結持分変動計算書、連結注記表
[計算書類] 株主資本等変動計算書、個別注記表
▶当社ウェブサイト　https://info.cookpad.com/ir

以　上

決議事項	 第１号議案　定款一部変更の件
	 第２号議案　取締役５名選任の件
	 第３号議案　�ストック・オプションとして新株予約権を発

行する件

3	 目的事項 報告事項	 １．‌�第21期（2017年１月１日から2017年12月31日まで）事業報告
及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査委員会の連結計算書
類監査結果の報告の件

	 ２．‌‌�第21期（2017年１月１日から2017年12月31日まで）計算書類
報告の件

1	 日　　時 2018年３月27日（火曜日）午前10時
（受付開始は午前９時）

2	 場　　所 東京都目黒区三田一丁目13番２号
ザ・ガーデンホール（恵比寿ガーデンプレイス内）

記 ●郵送によるご行使
2018年３月26日（月曜日）午後６時30分到着

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、行使期限までに到着するよう
ご返送ください。

行使期限

●インターネットによるご行使
2018年３月26日（月曜日）午後６時30分入力

当社議決権行使サイトにアクセスしていただき、行使期限までに賛否を
ご登録ください。
【議決権行使サイトURL】https://www.web54.net
※一部のインターネット閲覧ソフトウェア、携帯電話の一部機種ではご利用いただけません。
▶「インターネットによる議決権行使について」は次頁をご参照ください。

行使期限

▶下記 3つの方法がございます。

●株主総会へのご出席
2018年３月27日（火曜日）午前10時
＜受付は午前９時に開始いたします＞

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。
また、議事資料として本冊子をご持参くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使方法についてのご案内

株主総会開催日時

機関投資家の皆様へ

当社は、㈱ ICJ が運営する「機関投資家向け」議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

※代理人による議決権のご行使は、議決権を有する株主の方１名に委任する場合に限られます。
　なお、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので、ご了承ください。

※当社の株主さま以外の方はご入場いただけませんのでご注意ください。

議決権の行使にあたっては、以下の事項を予めご承知おきください。
議決権行使書面と電磁的方法（インターネット等）
により議決権を重複して行使された場合は、電磁
的方法（インターネット等）による議決権行使を
有効なものとして取り扱います。

● ●議決権を同一方法により重複して行使された場合
は、最後に行使されたものを有効なものとして取
り扱います。
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※代理人による議決権のご行使は、議決権を有する株主の方１名に委任する場合に限られます。
　なお、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので、ご了承ください。

※当社の株主さま以外の方はご入場いただけませんのでご注意ください。

議決権の行使にあたっては、以下の事項を予めご承知おきください。
議決権行使書面と電磁的方法（インターネット等）
により議決権を重複して行使された場合は、電磁
的方法（インターネット等）による議決権行使を
有効なものとして取り扱います。

● ●議決権を同一方法により重複して行使された場合
は、最後に行使されたものを有効なものとして取
り扱います。
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● インターネットによる議決権行使 ●

にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行使
コード及びパスワードをご利用のうえ、画面の案内に従って 
議案に対する賛否をご登録ください。

パソコン、スマートフォン又は携帯電話等から、
議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金
等は株主様のご負担となります。

※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっ
ては、議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

バーコード読取機能付のスマートフォン又は
携帯電話等を利用して左の「QRコード」を
読み取り、議決権行使ウェブサイトにアクセス
することも可能です。

2018年３月26日（月曜日）
午後６時30分行使分まで

行使期限

「次へすすむ」をクリックしてください。

以降は画面の案内に従って
ご入力ください。

①議決権行使ウェブサイトへアクセスする

同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権 
行使コード」をご入力いただき、「ログイン」をクリック
してください。

②ログインする

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。
株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

インターネットによる議決権行使について 0120-652-031（9:00～21:00）
その他のご照会 0120-782-031（平日9:00～17:00）
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議案及び参考事項
　
第１号議案　 定款一部変更の件
　１．提案の理由
(1) 当社の事業活動の目的を明確にするため、ミッションに関する定めを追加するものであ
ります。

(2) 新技術の研究開発へ積極的に取り組む姿勢を明確にするとともに、毎日の料理を楽しみ
にするための多様な事業に対応できるよう、事業目的を変更するものであります。
　

　２．変更の内容
(下線は変更部分を示します。)

現 行 定 款 変 更 案

　 （新設）

（ミッション）
第２条
１．当会社は、「毎日の料理を楽しみにする」ために存
在し、これをミッションとする。
２．世界中のすべての家庭において、毎日の料理が楽
しみになった時、当会社は解散する。

（目的）
第２条
当会社は、次の業務を営むことをその目的とする。
(1) コンピューターネットワークシステムの研究開発
および提供
(2) 電気通信事業法に定める電気通信事業
(3) マーケティング業
(4) 電子商取引に関する企画および調査
(5) 古物商
(6) フランチャイズチェーンへの経営および技術指導
(7) スーパーマーケットの経営および管理
(8) 小売業
(9) 商品の企画、開発およびそれらに関するコンサル
ティング
(10) 広告宣伝の情報媒体の販売

（目的）
第３条
当会社は、次の業務を営むことをその目的とする。
(1) 新技術の研究開発
(2) コンピューターソフトウェアおよびハードウェア
の開発、提供および販売
(3) 情報提供および情報処理サービス業
(4) 電気通信事業
(5) 第三者間の取引のプラットフォームとなるサービ
スの開発、提供および販売
(6) 広告宣伝等の情報媒体の開発、提供および販売
(7) 広告代理業
(8) 料理教室その他の習い事教室の運営
(9) マーケティング業
(10) リサーチ業

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年02月19日 16時04分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）
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現 行 定 款 変 更 案

(11) 広告代理業
(12) 無体財産権（著作権、著作隣接権、特許権、実
用新案権、意匠権、商標権等）の取得、使用許諾、売
買、譲渡、管理並びにこれらの仲介、代理業
(13) キャラクター商品（個性的な名称や特徴を有し
ている人物・動物等の画像を付したもの）の企画、開
発、販売及び著作権、意匠権、商標権の管理、使用許
諾、譲渡並びにこれらの仲介、代理業
(14) 集金の代行業務
(15) 農業サービス業
(16) 情報提供サービス業
(17) 旅行業法に基づく旅行業及びその代理業
(18) 各種放送番組の企画、制作および販売
(19) 出版事業
(20) 音声・映像のソフトウェアの企画、制作、販売、
賃貸
(21) 情報通信機器および事務機器の販売
(22) 通信販売に関する業務
(23) 不動産の売買・賃借管理およびその仲介
(24) 飲食店業
(25) コンピューターネットワークに関するコンサル
ティング業務
(26) コンピューターソフトウェアおよびハードウェ
アの開発・販売
(27) 経営コンサルティング業
(28) 労働者派遣事業法に基づく一般労働者派遣事業
(29) 金融業
(30) 投資業
(31) 損害保険代理業並びに生命保険の募集に関する
業務及びその仲介業
(32) 前各号（ただし、コンサルティング業務を個別
に定めている場合を除く。）に関するコンサルティング
業務
(33) 前各号に付帯する一切の事業

第３条～第49条 （条文省略）

(11) 出版業
(12) 投資業
(13) 知的財産権の利用許諾および譲渡並びにこれら
の仲介および代理業
(14) 小売業
(15) 飲食店業
(16) 企画業
(17) コンサルティング業
(18) 農業および農業サービス業
(19) 放送番組の制作および販売
(20) 金融業
(21) 債権管理回収業
(22) 集金の代行業務
(23) 旅行業法に基づく旅行業およびその代理業
(24) 古物商
(25) 労働者派遣事業
(26) 損害保険代理業並びに生命保険の募集に関する
業務およびその仲介業
(27) 不動産の売買、賃貸借、管理および仲介
(28) 前払式支払手段の発行および販売
(29) 資金移動業
(30) 有料職業紹介事業
(31) 酒類の販売業
(32) 前各号に付帯する一切の事業

第４条～第50条 （条文省略）
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第２号議案 取締役５名選任の件
　現任取締役７名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名
の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生年月日）
担 当

略歴及び地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

佐
さ の
野　陽

あ き み つ
光

（1973年５月１日生）
指名委員
報酬委員
再 任

1997年10月 ㈲コイン（現 当社）設立
2004年９月 当社代表取締役 就任
2007年７月 当社代表執行役兼取締役 就任
2012年５月 当社取締役兼執行役 就任
2012年７月 当社取締役 就任（現任）
2016年３月 当社執行役 就任（現任）
2016年６月 Cookpad Limited(U.K.)Director 就任（現任）

46,582,800株

【取締役候補者とする理由】
当社の創業者として、企業理念の設計や主要サービスの開発を成功させており、執行役を兼任する取締役
として、経営の重要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしてきたことから、引き続き、当
社の事業拡大及び経営全般に対する適切な役割が期待できると判断したためです。

２

岩
い わ た
田　林

り ん ぺ い
平

（1974年３月22日生）
報酬委員
再 任

1996年４月 ㈱三和銀行（現 ㈱三菱東京UFJ銀行） 入行
1999年４月 日本輸出入銀行（現 ㈱国際協力銀行） 出向
2005年９月 マッキンゼー・アンド・カンパニー インコーポ

レイテッド・ジャパン 入社
2013年４月 同社プリンシパル（パートナー）
2016年２月 当社執行役 就任
2016年３月 当社取締役 就任（現任）
2016年３月 当社代表執行役 就任（現任）

0株

【取締役候補者とする理由】
当社の代表執行役として事業を牽引してきており、執行役を兼任する取締役として、経営の重要事項の決
定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしてきたことから、引き続き、当社の事業拡大及び経営全般に
対する適切な役割が期待できると判断したためです。

３

北
き た が わ
川　徹

とおる

（1960年８月４日生）
監査委員（委員長）

報酬委員
再 任

社外取締役

1983年４月 兼松江商㈱（現 兼松㈱）入社
1999年11月 日本通信㈱ 入社 経営企画室長
2001年２月 日本ボルチモアテクノロジーズ㈱ 入社

財務担当上席執行役員
2002年１月 リーバイ・ストラウス ジャパン㈱ 入社

ファイナンスコントローラー
2006年９月 スターバックス コーヒー ジャパン㈱ 入社

CFO/オフィサー
2016年３月 当社取締役 就任（現任）
2016年10月 日本スキー場開発㈱社外取締役（現任）
2017年６月 KOA㈱社外取締役（現任）

1,600株

（重要な兼職の状況）
日本スキー場開発㈱社外取締役
KOA㈱社外取締役

【社外取締役候補者とする理由】
スターバックス コーヒー ジャパン㈱CFO/オフィサー（戦略・ファイナンス・サプライチェーンなどを
担当）を含む複数のB2Cブランド事業での戦略・財務の経験に基づき、当社の経営に対して適切な監督、
助言をいただけるものと判断したためです。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）
担 当

略歴及び地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社 の
株 式 数

４

柳
や な ぎ さ わ だ い す け
澤 大 輔

(1974年２月19日生)
指名委員（委員長）

報酬委員
再 任

社外取締役

1996年４月 ㈱ソニー・ミュージックエンターテインメント
入社

1998年８月 ㈾カヤック 設立 無限責任社員
2005年１月 ㈱カヤック 設立 代表取締役
2014年12月 同社代表取締役CEO（現任）
2015年９月 ㈱TOW社外取締役（現任）
2016年３月 当社取締役 就任（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱カヤック代表取締役CEO
㈱TOW社外取締役

2,700株

【社外取締役候補者とする理由】
㈱カヤックの代表取締役CEOとして上場企業の経営者であるとともに、最先端のIT知識を豊富に有してお
り、当社の経営に対して適切な監督、助言をいただけるものと判断したためです。

５

伊
い が
賀　泰

や す よ
代

（1963年４月６日生）
指名委員
報酬委員
再 任

社外取締役

1986年４月 日興證券㈱ (現 SMBC日興証券㈱ ) 入社
1993年６月 カリフォルニア大学バークレー校経営大学院修士

号取得
1993年８月 マッキンゼー・アンド・カンパニー インコーポ

レイテッド・ジャパン 入社
1998年５月 同社採用マネージャー
2010年12月 組織・人事コンサルタントとして独立
2017年３月 当社取締役 就任（現任）

（重要な兼職の状況）
組織・人事コンサルタント

1,100株

【社外取締役候補者とする理由】
コンサルティング会社の採用マネージャー、組織・人事コンサルタントとしての人事、採用、人材開発に
おける豊富な知見に基づき、当社の経営に対して適切な監督、助言をいただけるものと判断したためです。

　（注）１．北川徹氏、柳澤大輔氏及び伊賀泰代氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補
者であります。なお、社外取締役候補者とする理由は、社外取締役候補者の略歴下段に記載しておりま
す。併せて、伊賀泰代氏については、当社の社外取締役となること以外の方法で会社経営に関与した経
験はありませんが、当社の社外取締役として豊富な知見に基づき適切な監督、助言をいただいており、
引き続き当社の社外取締役としての職務を適切に遂行することができると判断しております。

２．「所有する当社の株式数」は、2017年12月31日現在の所有株式数を記載しております。
３．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
４．北川徹氏、柳澤大輔氏及び伊賀泰代氏は、現在当社の社外取締役であり、本総会終結の時をもって、社
外取締役としての在任期間が北川徹氏及び柳澤大輔氏は２年、伊賀泰代氏は１年となります。

５．取締役との責任限定契約について
　 当社は、会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、北川徹氏、柳澤大輔氏及び伊賀泰代氏との間で、
会社法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を、善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定め
る額を限度とする旨の責任限定契約を締結しており、本総会において各氏の再任が承認された場合、同
契約を継続する予定であります。

６．当社は、北川徹氏、柳澤大輔氏及び伊賀泰代氏を、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出てお
り、本議案が承認された場合には、引き続き独立役員として届け出る予定であります。
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第３号議案　 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により、当社の執行役及
び従業員、当社子会社の取締役及び従業員、並びに当社子会社の重要な業務委託先の取締役等役
員及び従業員を対象とするストック・オプションとして発行する新株予約権（以下「本新株予約
権」といいます。）の募集事項の決定を取締役会に委任することにつきご承認をお願いするもの
であります。
　
１．特に有利な条件により新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする理由
　当社の執行役及び従業員並びに当社子会社及び重要な業務委託先の取締役及び従業員の業績
向上に対する意欲や士気を高めるとともに、優秀な人材の確保をすることを目的として、当社
の執行役及び従業員並びに当社子会社及び重要な業務委託先の取締役及び従業員に対して新株
予約権を無償で発行するものです。
　
２．新株予約権割当の対象者
　 当社の執行役及び従業員並びに当社子会社及び重要な業務委託先の取締役及び従業員
　
３．新株予約権の内容
(1）新株予約権の目的である株式の種類及び数
　当社普通株式 3,300,000株を上限とする。
なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を

調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使さ
れていない本新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果１株未満の端数
が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　
　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　
　また、上記のほか、本総会決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ
たときは、合理的な範囲で必要と認められる株式数の調整を行うものとする。
(2）新株予約権の数
　33,000個を上限とする。
なお、本新株予約権１個当たりの目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は

100株とする。ただし、上記(1)に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行
う。
(3）新株予約権と引換えに払込む金銭
　本新株予約権と引換えに金銭を払込むことを要しないものとする。
(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

本新株予約権1個の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権の行使により交
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付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株
式数を乗じた金額とする。行使価額は以下のとおりとする。
本新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証

券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値に1.05を乗
じた金額（１円未満の端数は切り上げる。）または割当日の終値（取引が成立しない場合は
それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い金額とする。
なお、本新株予約権の割当日の後、当社が当社普通株式につき、株式分割または株式併合

を行う場合、行使価額を次に定める算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数
は、これを切り上げるものとする。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額× １
分割・併合の比率

　

　
　また、本新株予約権の割当日の後、当社が１株当たりの時価を下回る価額で募集株式を発
行（株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付する場合を含み、新株予約権
（新株予約権付社債を含む。）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換
（取得の対価として当社の株式を交付する場合を含む。）による場合を除く。）する場合、次
の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額× １株当たりの時価
既発行株式数＋新規発行株式数

　

　なお、上記の算式中の「既発行株式数」とは、前月末日における当社の発行済株式総数か
ら、当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とし、自己株式の処分を行
う場合、新規発行株式数を処分する自己株式の数に読み替えるものとする。
　また、「１株当たりの時価」は、調整後行使価額を適用する日に先立つ45取引日目に始ま
る30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）
の平均値（終値のない日数を除く。）とする。
　上記のほか、本総会決議日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと
きは、合理的な範囲で必要と認められる行使価額の調整を行うものとする。
(5）新株予約権を行使することができる期間
　本新株予約権を行使することができる期間（以下「行使期間」という。）は、本新株予約
権の発行決議日から起算して５年を経過した日より５年間とする。
(6）新株予約権の行使条件
① 本新株予約権を保有する新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行
使時においても、当社、当社子会社または当社子会社の重要な業務委託先の取締役、執行
役、監査役または従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了による
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退任、定年退職、死亡、転籍その他当社取締役会が正当な理由があると認めた場合にはこ
の限りではない。
② 本新株予約権者が行使期間前から休職しておらず、且つ本新株予約権者が行使期間中に
死亡した場合は、相続開始後１年内に限り、その相続人が当社所定の手続きに従い、当該
本新株予約権者が付与された権利の範囲内で本新株予約権を行使できるものとする。ただ
し、相続人死亡による再相続は認めない。
③ 本新株予約権者は、本新株予約権を、別途当社と割当者が締結する割当契約に定める
条件を達成した場合に限り、当該契約に定める期間の限度において行使することができる。
この場合において、かかる割合に基づき算出される行使可能な本新株予約権の個数につき
１個未満の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本新株予約権について
のみ行使することができるものとする。
④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式
総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑤ 各新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
(7）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関
する事項

　① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計
算規則第17条第１項に従い計算される資本金等増加限度額（以下「資本金等増加限度額」
という。）の２分の１に相当する額とする。ただし、１円未満の端数が生じる場合、その端
数を切り上げるものとし、本新株予約権の行使に応じて行う株式の交付にかかる費用の額
として資本金等増加限度額から減ずるべき額は、０円とする。

　② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、資
本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を控除した額とする。

(8) 新株予約権の譲渡による取得の制限
　本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。
(9）新株予約権の取得事由
① 本新株予約権の割当日から行使期間の開始日の前日までの間に、東京証券取引所におけ
る当社普通株式の普通取引の当日を含む直近の21取引日の終値（気配表示を含む。）の平
均値（終値のない日数を除く。ただし、当該期間中に株式の分割、株式無償割当て、株式
の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整されるものとする。）が一度
でもその時点の行使価額の65％を下回った場合において、当社取締役会が取得する日を定
めたときは、当該日が到来することをもって、当社は本新株予約権の全部を無償で取得す
ることができる。

　② 当社が吸収合併消滅会社もしくは新設合併消滅会社となる吸収合併契約もしくは新設合
併契約、当社が株式交換完全子会社となる株式交換契約もしくは当社が株式移転完全子会
社となる株式移転計画、または当社が吸収分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割
会社となる新設分割計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合は取締
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役会の承認）がなされ、且つ当社が取締役会決議により本新株予約権の取得を必要と認め
て一定の日を定め、当該日が到来したときは、当該日に当社は本新株予約権の全部を無償
にて取得することができる。

　③ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認
を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案が可決された場合には、当社
取締役会が別途定める日に、当社は本新株予約権の全部を無償にて取得することができる。

　④ 本新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の
承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部
を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案が可決された場合には、当
社取締役会が別途定める日に、当社は本新株予約権の全部を無償にて取得することができ
る。

(10）組織再編における新株予約権の消滅及び再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関す
る決定方針
当社が、合併（当社が消滅会社となる合併に限る。）、株式交換または株式移転（以上を総

称して「組織再編行為」という。）をする場合であって、且つ当該組織再編行為にかかる契
約または計画において、会社法第236条第１項第８号のイ・ニ・ホに掲げる株式会社（以下
「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれに交付する旨を定め
た場合に限り、組織再編行為の効力発生日（新設型再編においては設立登記申請日。以下同
じ。）の直前において残存する本新株予約権者に対し、当該本新株予約権の消滅と引き換え
に、再編対象会社の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存する本新株予約権の本新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれ
ぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である株式の種類及び数又は算定方法
新株予約権の目的である株式の種類は、再編対象会社の普通株式とする。新株予約権の
目的である株式の数は、組織再編行為の効力発生日の前日における本新株予約権の目的で
ある株式の数に合併比率または株式交換もしくは株式移転比率を乗じた数に必要な調整を
行った数とし、組織再編の効力発生日後は上記(1)に準じて調整する。

③ 新株予約権の行使に際して出資される金額又は算定方法
組織再編行為の効力発生日の前日における本新株予約権の行使価額に、必要な調整を行
った額とし、組織再編の効力発生日後は上記(4)に準じて調整する。

④ 新株予約権を行使することができる期間
　本新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちい
ずれか遅い日から、本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。
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　 ⑤ 新株予約権の行使の条件
上記(6)に準じて決定する。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に
関する事項
上記(7)に準じて決定する。

⑦ 新株予約権の譲渡による取得の制限
新株予約権の譲渡による取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

　 ⑧ 再編対象会社による新株予約権の取得事由
上記(9)に準じて決定する。

(11）行使時に交付すべき株式数の１株に満たない端数の処理
　本新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある
場合には、当該端数を切り捨てるものとする。

(12) 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項
当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

　
以 上
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１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

① 経営成績
当社グループは創業以来、日本中の料理のつくり手の「今日何つくろう」という課題に対
して向き合ってきました。2016年に、改めて今後の長期的な企業成長と当社グループが実
現可能な社会的責任について真摯に向き合い、「毎日の料理を楽しみにする」という企業理
念に基づいて、目指していくべき事業領域の検討を行いました。当社グループが運営するレ
シピサービス「クックパッド」の圧倒的な強みとノウハウ、ユーザーベースを活かして今一
度原点に返り、日本のみならず世界中の料理のつくり手の「料理」に関する様々な課題解決
にむけて、更に集中して事業展開を行うことが、当社グループの長期的な企業価値向上につ
ながると判断しました。これにより、今後の方針にそぐわないグループ会社等の売却を実施
し、「料理」に関する事業に集中できる環境の整備を行ってきました。その上で当面の期間
を大きな成長のための事業基盤創りに再度注力する「投資フェーズ」と定め、サービス開
発、ユーザーベースの獲得、ブランド構築に積極的に投資を行うことを決定しました。個人
と社会と地球が抱える様々な課題を、料理をとおして見つけ、考え、解決し、これからの時
代にふさわしい豊かさをつくっていくことを「クックパッド」の使命と考えています。
　「クックパッド」の2017年10月～12月の国内平均月間利用者数は、前年同期と比較し
て751万人減少し、5,665万人（ブラウザベースまたは端末ベースにより集計した訪問者数
の月間平均）となりました。主な要因は、2017年２月に発生した主要検索エンジンのアル
ゴリズム変更による影響です。なお、夏季である７月～９月と比較すると、10月～12月は
ハロウィンやクリスマスといった、料理を楽しむイベントが多い時期であったため、利用者
数は137万人増加しています。
　日本の人口における「クックパッド」の月間利用者数の割合はすでに高く、頻度高く利用
していただくコアユーザーを増やすため、サービス開発に引き続き注力していきます。ま
た、国内のレシピ数については前連結会計年度末と比較して25万品増加し、283万品と順
調に増加しました。
　2017年10月～12月の海外平均月間利用者数は、前年同期と比較して160万人増加し、
3,420万人（Google Analyticsにより集計した月間平均）となりました。海外も、日本と
同様に主要検索エンジンのアルゴリズム変更による影響を受けたものの、インドネシア語圏
でコミュニティが活性化したこと、および台湾、ハンガリー、ギリシャが新たに当社のプラ
ットフォームに加わったことにより、利用者数が増加しました。海外のレシピ数について
は、開示を開始した2017年９月末と比較して16万品増加し、119万品となっています。
2016年に第二本社と位置づけた英国のCookpad Limited（2017年７月にCookpad
International Ltdより社名変更）を中心に海外展開を進め、ヨーロッパやアフリカ地域で
のサービスをスタートした結果、展開国数は前連結会計年度末と比較して10ヵ国増加し、
68ヵ国となりました。また、Google社がGoogle Playの人気コンテンツを紹介する
Google Play「ベスト オブ 2017」海外版において、海外の「クックパッド」アプリがイ
ンドネシア、スペインを始めとする7地域で選出されました。今後も当社は100ヵ国でNo.1
になるべくサービス開発に注力し、利用者数の増加を目指していきます。
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※ブラウザベースまたは端末ベースにより集計し
た各年10～12月における訪問者数の月間平
均。

※Google Analyticsより集計した各年10～12
月における月間平均。
※ベトナム、タイ等の利用者数を2016年12月期
４Qより集計。2017年より台湾、ハンガリー、
ギリシャの利用者数を集計。

　
　 これらの結果、当連結会計年度における売上収益は13,408百万円（前年比20.4％減）と

なりました。これは主に連結子会社であった「株式会社みんなのウェディング」を売却した
こと、また広告事業の売上収益が減少したことによるものです。
販売費及び一般管理費は6,950百万円（前年比7.1％減）となりました。国内外の採用活
動強化に伴って、人件費および業務委託費等が増加したものの、前連結会計年度に発生した
連結範囲の変更、および株式売却に伴う子会社数の減少により販売費及び一般管理費は減少
しました。また、国内連結子会社の合併決議に伴う事業計画の見直しにより発生したのれん
の減損損失を877百万円計上したことにより（前連結会計年度はのれんの減損損失を3,583
百万円計上）、当連結会計年度における営業利益は5,391百万円（前年比7.5％増）となりま
した。
また、「株式会社みんなのウェディング」等の売却益により金融収益を計上し、税引前当
期利益は5,637百万円（前年比35.8％増）、親会社の所有者に帰属する当期利益は3,491百
万円（前年比274.1％増）となりました。
なお、前連結会計年度に連結子会社であったセレクチュアー株式会社の全株式を売却し、
同社を連結の範囲から除外しました。これに伴い、当社グループは「EC事業」を終了した
ため、前連結会計年度においては、同事業を非継続事業に分類し、売上収益、営業利益及び
税引前当期利益の金額は「EC事業」を除く継続事業のみの金額に組み替えて表示していま
す。　
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② セグメントの業績
セグメントの業績は、以下のとおりです。 単位（百万円）

事業別売上収益
当連結会計年度

(自 2017年１月１日
至 2017年12月31日)

インターネット・メディア事業 13,270

　
レシピ
サービス
事業

会員事業 8,784
広告事業 4,058
その他 130

その他インターネット・メディア事業 296
その他事業 138

合計 13,408

・ インターネット・メディア事業
　当連結会計年度のインターネット・メディア事業の売上収益は13,270百万円（前年比
20.2％減）、セグメント利益は6,136百万円（前年比29.4％減）となりました。

【レシピサービス事業】
　国内及び海外で展開している「クックパッド」のレシピサービスの会員事業及び広告
事業等の売上収益が含まれています。
　当連結会計年度における会員事業の売上収益は、8,784百万円（前年比1.3％減）とな
りました。これは主に、「クックパッド」のプレミアム会員数が伸びたことにより売上収
益が増加したものの、株式会社NTTドコモが運営する「dグルメ®」等通信キャリアか
らのレベニューシェアによる売上収益が減少したことによるものです。
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　当連結会計年度における広告事業の売上収益は、4,058百万円（前年比20.2％減）と
なりました。これは主に、サービス開発を優先させるための販売枠の制限や営業体制の
変化等の内部要因に加え、動画を中心とする他社サービスとの競争激化、ネットワーク
広告の市場環境の変化等の外部要因によるものです。
　
【その他インターネット・メディア事業】
　前連結会計年度末において、連結子会社であった「株式会社みんなのウェディング」
を連結範囲より除外しています。これに伴い、売上収益は296百万円（前年比86.7％
減）となりました。
　

（2）設備投資の状況
当連結会計年度において実施した設備投資の総額は455百万円であり、その主なものは、

ERPシステムの導入費用及び動画スタジオの新設に伴う内装工事、器具備品等の取得です。
　
（3）資金調達の状況

当連結会計年度における重要な資金調達はありません。
　
（4）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

特筆すべき事項はありません。
　

（5）対処すべき課題
当社グループは、「毎日の料理を楽しみにする」というミッションの達成に向けて、ITテク

ノロジーを駆使し料理に関する課題解決を行うためのサービス開発に注力していきます。国
内・海外において対処すべき課題は、以下のとおりです。

① 国内
国内の「クックパッド」の2017年の直近四半期（10月～12月）の月間平均利用者数は、

5,665万人（ブラウザベースまたは端末ベースにより集計した訪問者数の月間平均）を超え
るユーザーがアクセスするサービスに成長していますが、国内の人口を勘案すれば、右肩上
がりに伸ばしていくことは難しい状況です。さらに成長するために、既存ユーザーの利用頻
度を高めること、多様化するニーズに対応することが必要と認識しています。

② 海外
　海外の「クックパッド」の2017年の直近四半期（10月～12月）の月間平均利用者数は、
3,420万人（Google Analyticsにより集計した月間平均）と順調に増加しており、展開国
数は68ヵ国となりました。100ヵ国No.1を達成するためには、レシピコミュニティの活性
化及び認知度向上、各国の慣習、文化やニーズに応じたサービス提供に取り組むことが必要
と認識しています。
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（6）企業集団の財産及び損益の状況
日本基準に基づく第18期の財産及び損益の状況の推移は次のとおりです。

区 分 第 18 期（注）３

（2014年12月期）

売 上 高 （百 万 円） 6,702

経 常 利 益（百 万 円） 2,645

親会社株主に帰属する当期純利益（百 万 円） 1,523

１株当たり当期純利益（注）１(注）２ （円） 15.19

総 資 産（百 万 円） 19,984

純 資 産（百 万 円） 18,005

１株当たり純資産額（注）１（注）２ （円） 167.43
　

IFRSに基づく当期並びに過去３年間の財産及び損益の状況の推移は次のとおりです。

区 分
(ご参考）

第 18 期（注）３（注）４

（2014年12月期）
第 19 期（注）４

（2015年12月期）
第 20 期（注）４

（2016年12月期）
第 21 期

（当連結会計年度）
（2017年12月期）

売 上 収 益 （継 続 事 業）（百 万 円） 6,213 13,337 16,845 13,408

税引前当期利益（継続事業）（百 万 円） 2,849 6,510 4,151 5,637

親会社の所有者に帰属する当期利益（百 万 円） 1,797 4,090 933 3,491

基本的１株当たり当期利益（注）１（注）２ （円） 17.91 38.29 8.71 32.57

総 資 産（百 万 円） 20,285 27,494 24,419 24,898

親会社の所有者に帰属する持分（百 万 円） 17,561 21,078 20,941 23,519

１株当たり親会社所有者帰属持分（注）１（注）２ （円） 164.45 197.17 195.10 219.00

（注）１．１株当たり当期純利益及び基本的１株当たり当期利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数
により、１株当たり純資産額及び１株当たり親会社所有者帰属持分は、自己株式を控除した期末発行済
株式総数により算定しています。

　 ２．第19期において、2015年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っています。そ
のため、１株当たり当期純利益、１株当たり純資産額、基本的１株当たり当期利益及び１株当たり親会
社所有者帰属持分については、株式分割が第18期の期首に行われたものとして算定しています。

　 ３．第18期は決算期変更により、2014年５月１日から2014年12月31日までの８ヵ月となっています。
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４．第20期に、連結子会社であるセレクチュアー株式会社の全株式を売却し、同社を連結の範囲から除外し
ています。これに伴い、当社グループは「EC事業」を終了したため、同事業を非継続事業に分類し、売
上収益、税引前当期利益の金額は「EC事業」を除く継続事業のみの金額に組み替えて表示しています。
第18期及び第19期の売上収益及び税引前当期利益の金額についても修正再表示しています。

５．百万円未満は切り捨てて表示しています。

（7）重要な親会社及び子会社の状況
① 重要な親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

Cookpad Limited 47,491千ポンド 100.0％ 海外子会社の統括とレシピサー
ビスの開発及び運営

Cookpad Inc. 14,703千米ドル 100.0％ レシピサービスの開発及び運営

Cookpad Spain, S.L. 8,703千ユーロ 100.0％ レシピサービスの開発及び運営
PT COOKPAD DIGITAL

INDONESIA 300千米ドル 100.0％ レシピサービスの開発及び運営

Cookpad MENA S.A.L. 70,000千
レバノンポンド 100.0％ レシピサービスの開発及び運営

（8）主要な事業内容（2017年12月31日現在）

事 業 部 門 事 業 内 容

インターネット・メディア事業 レシピサービス「クックパッド」及び
その他インターネット・メディアの企画及び運営

　 レシピ
サービス
事業

会員事業 「クックパッド」の一部機能の有料提供

広告事業 「クックパッド」における広告掲載

（9）主要な拠点（2017年12月31日現在）

クックパッド株式会社 日本 東京都渋谷区

Cookpad Limited 英国 ブリストル
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（10）従業員の状況（2017年12月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

389（70)名 68名増加

（注）従業員数は就業員数であり、パート及び派遣社員は（ ）内に最近１年間の平均人員を外数で記載していま
す。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

280（68）名 55名増加 32.5歳 2.8年
（注）従業員数は就業員数であり、パート及び派遣社員は（ ）内に最近１年間の平均人員を外数で記載していま

す。

　
（11）主要な借入先の状況（2017年12月31日現在）

該当事項はありません。
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２．株 式 の 状 況（2017年12月31日現在）
（1）発行可能株式総数 331,776,000株

（2）発行済株式の総数 107,386,200株

（3）株主数 48,483名

（4）大株主の状況

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率

佐 野 陽 光 46,582,800株 43.38％

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/HENDERSON HHF SICAV 4,124,600株 3.84％

凸 版 印 刷 株 式 会 社 3,215,000株 2.99％

ザ バンク オブ ニューヨーク １３３５２４ 1,978,200株 1.84％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 1,615,500株 1.50％

STATE STREET LONDON CARE OF STATE STREET BANK AND TRUST ,
BOSTON SSBTC A/C UK LONDON BRANCH CLIENTS- UNITED KINGDOM 1,505,100株 1.40％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,502,100株 1.40％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 1,140,100株 1.06％

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５３２５ 1,108,600株 1.03％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,041,000株 0.97％

（注）１．持株比率は、自己株式（3,956株）を控除して算出しています。
２．持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しています。

（5）その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３．会社役員の状況
（1）取締役及び執行役の状況（2017年12月31日現在）
　 ① 取締役
氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

佐 野 陽 光
取 締 役
指 名 委 員
報 酬 委 員

該当事項はありません。

岩 田 林 平 取 締 役
報 酬 委 員 該当事項はありません。

北 川 徹
取 締 役
監 査 委 員 長
報 酬 委 員

日本スキー場開発株式会社社外取締役
KOA株式会社社外取締役

柳 澤 大 輔
取 締 役
指 名 委 員 長
報 酬 委 員

株式会社カヤック代表取締役CEO
株式会社TOW社外取締役

出 口 恭 子
取 締 役
報 酬 委 員
監 査 委 員

日本スキー場開発株式会社社外取締役
医療法人社団 色空会 お茶の水整形外科 機
能リハビリテーションクリニック副院長
株式会社お茶の水義肢装具代表取締役
株式会社ティーガイア社外取締役

藤 井 宏一郎
取 締 役
報 酬 委 員 長
監 査 委 員

マカイラ株式会社代表取締役

伊 賀 泰 代
取 締 役
指 名 委 員
報 酬 委 員

組織・人事コンサルタント

（注）１．北川徹氏、柳澤大輔氏、出口恭子氏、藤井宏一郎氏及び伊賀泰代氏は、会社法第２条第15号に定める社
外取締役です。

２．監査委員長北川徹氏は、スターバックス コーヒー ジャパン株式会社におけるCFO／オフィサーとして
の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．北川徹氏、柳澤大輔氏、出口恭子氏、藤井宏一郎氏及び伊賀泰代氏は、東京証券取引所に対し、独立役
員として届け出ています。

４．佐野陽光氏は、当社の大株主です。
５．佐野陽光氏及び岩田林平氏は執行役を兼務しています。
６．当社は、監査委員会の職務を補助する常勤の監査補助者を配置しているため、常勤の監査委員の選定を
行っておりません。

７．当事業年度中の取締役の異動は以下のとおりです。
　①退任取締役
・穐田誉輝氏及び西村淸彦氏は、2017年３月23日開催の第13回定時株主総会終結の時をもって任期満了
により退任しました。

　②就任取締役
・伊賀泰代氏は、2017年３月23日開催の第13回定時株主総会において新たに取締役に選任され、就任し
ました。

８．当社は、社外取締役全員と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約
に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第1項に定める額を責任の限度としております。
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　 ② 執行役
氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

岩 田 林 平 代 表 執 行 役 該当事項はありません。

佐 野 陽 光 執 行 役 該当事項はありません。

犬 飼 茂利男 執 行 役 該当事項はありません。

保 田 朋 哉 執 行 役 該当事項はありません。

成 田 一 生 執 行 役 該当事項はありません。

（注）１．岩田林平氏及び佐野陽光氏は取締役を兼務しています。
２．佐野陽光氏は、当社の大株主です。
３．当事業年度中の執行役の異動はありません。
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（2）社外役員に関する事項
　 ① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係

　他の法人等の重要な兼職の状況は21ページに記載のとおりです。また、当社と当該他の
法人等との間に特別な利害関係はありません。

　 ② 当事業年度における主な活動状況

氏 名 主な活動状況

北 川 徹

【取締役会及び監査委員会への出席状況】
　当事業年度開催の取締役会８回の全て、監査委員会10回の全てに出席してい
ます。

【主な活動状況】
　スターバックス コーヒー ジャパン㈱CFO／オフィサー（戦略・ファイナン
ス・サプライチェーンなどを担当）を含む複数のB2Cブランド事業での戦略・
財務の経験から、当社の経営全般に対する助言・提言を行っています。

柳 澤 大 輔

【取締役会及び監査委員会への出席状況】
　当事業年度開催の取締役会８回の全て、2017年３月23日に監査委員を退任す
るまでに開催された監査委員会２回の全てに出席しています。

【主な活動状況】
　㈱カヤックの代表取締役CEOとして上場企業の経営経験及び保有する豊富な
IT知識に基づき、当社の経営全般に対する助言・提言を行っています。

出 口 恭 子

【取締役会及び監査委員会への出席状況】
　当事業年度開催の取締役会８回の全て、監査委員会10回の全てに出席してい
ます。

【主な活動状況】
　日本ストライカー㈱代表取締役社長を含む複数の企業での経営経験に基づき、
当社の経営全般に対する助言・提言を行っています。

藤 井 宏 一 郎

【取締役会及び監査委員会への出席状況】
　当事業年度開催の取締役会８回の全て、監査委員会10回の全てに出席してい
ます。

【主な活動状況】
　グーグル㈱執行役員、文部科学省などでの豊富な広報活動の経験と専門知識に
基づき、当社の経営全般に対する助言・提言を行っています。

伊 賀 泰 代

【取締役会への出席状況】
　2017年３月23日の就任後、開催された取締役会５回の全てに出席していま
す。

【主な活動状況】
　コンサルティング会社の採用マネージャー、組織・人材コンサルタントとして
の人事、採用、人材開発における豊富な知見に基づき、当社の経営全般に対する
助言・提言を行っています。
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（3）取締役及び執行役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（うち社外取締役）

９名
（ ６名）

４１百万円
（ ３０百万円）

執 行 役 ５名 ８５百万円

合 計 １２名 １２６百万円

（注）１．取締役兼執行役２名の報酬は、取締役としての報酬と執行役としての報酬を区別して記載していますの
で、支給人員数と各区分の支給人員の合計が相違しています。

２．上記には、当事業年度中に退任した取締役を含んでおります。

（4）各会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する事項
当社の各役員の報酬等の内容の決定に関する方針は、下記のとおり報酬委員会にて定めて
います。

　 ① 取締役の報酬
　取締役の報酬は、定額報酬とすることとし、その支給水準は、経済情勢、当社を取り巻
く環境及び各取締役の職務の内容を参考にするとともに、監督活動の頻度、時間に応じた
報酬を勘案し、相当と思われる額を決定することとしています。

　 ② 執行役の報酬
　執行役の報酬は、定額報酬、業績連動報酬及び株式報酬とすることとし、その支給水準
については、経済情勢、当社を取り巻く環境及び各執行役の職務の内容を勘案し、相当と
思われる額を決定することとしています。

４．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、長期的な事業拡大に必要な内部留保の充実を勘案し、当社の経営成績及び財政
状況に応じた適切な利益還元策を柔軟に検討してきました。
当期の期末配当金については、連結配当性向25％を目処とし、１株当たり８円（連結配
当性向24.6％）に決定しました。
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連結財政状態計算書
（2017年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 負 債

流 動 資 産 22,156,814 流 動 負 債 935,777

現 金 及 び 現 金 同 等 物 19,622,598 営業債務及びその他の債務 628,743

営業債権及びその他の債権 2,273,771 そ の 他 の 金 融 負 債 64,472

そ の 他 の 金 融 資 産 71,957 未 払 法 人 所 得 税 等 210,015

棚 卸 資 産 1,279 そ の 他 の 流 動 負 債 32,547

そ の 他 の 流 動 資 産 187,210 非 流 動 負 債 442,531

非 流 動 資 産 2,741,447 そ の 他 の 債 務 39,523

有 形 固 定 資 産 368,717 そ の 他 の 金 融 負 債 241,658

の れ ん 1,154,072 引 当 金 161,350

無 形 資 産 383,690 負 債 合 計 1,378,308

そ の 他 の 金 融 資 産 344,297 資 本

繰 延 税 金 資 産 476,103 親会社の所有者に帰属する持分合計 23,519,954

そ の 他 の 非 流 動 資 産 14,569 資 本 金 5,284,568

資 本 剰 余 金 5,334,553

利 益 剰 余 金 12,880,771

自 己 株 式 △2,006

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素 22,069

資 本 合 計 23,519,954

資 産 合 計 24,898,261 負 債 及 び 資 本 合 計 24,898,261

（注）記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しています。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2017年2017年
１
12
月
月
１
31
日
日
から
まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 収 益 13,408,060

売 上 原 価 △324,934

売 上 総 利 益 13,083,126

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △6,950,941

そ の 他 の 収 益 143,481

そ の 他 の 費 用 △884,475

営 業 利 益 5,391,192

金 融 収 益 548,505

金 融 費 用 △302,413

税 引 前 当 期 利 益 5,637,284

法 人 所 得 税 費 用 △2,148,022

当 期 利 益 3,489,262

当 期 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 3,491,476

非 支 配 持 分 △2,213

当 期 利 益 3,489,262

（注）記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しています。
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貸 借 対 照 表
（2017年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 21,634,237 流 動 負 債 784,921

現 金 及 び 預 金 18,973,356 買 掛 金 12,861

売 掛 金 2,363,381 未 払 金 519,308

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,209 未 払 法 人 税 等 191,948

前 払 費 用 144,971 前 受 金 7,127

繰 延 税 金 資 産 59,984 預 り 金 53,674

そ の 他 92,170 固 定 負 債 161,350

貸 倒 引 当 金 △836 資 産 除 去 債 務 161,350

固 定 資 産 2,690,480

有 形 固 定 資 産 298,577 負 債 合 計 946,271

建 物 485,348 純 資 産 の 部

減 価 償 却 累 計 額 △225,052 株 主 資 本 23,376,457

工 具、 器 具 及 び 備 品 136,895 資 本 金 5,284,567

減 価 償 却 累 計 額 △98,614 資 本 剰 余 金 5,283,992

無 形 固 定 資 産 374,783 　資 本 準 備 金 5,283,992

ソ フ ト ウ エ ア 45,771 利 益 剰 余 金 12,809,902

商 標 権 68,323 そ の 他 利 益 剰 余 金 12,809,902

特 許 権 11,205 繰 越 利 益 剰 余 金 12,809,902

そ の 他 249,483 自 己 株 式 △2,006

投 資 そ の 他 の 資 産 2,017,119 新 株 予 約 権 1,989
投 資 有 価 証 券 15,990

関 係 会 社 株 式 1,303,158

繰 延 税 金 資 産 384,839

長 期 前 払 費 用 14,568

長 期 貸 付 金 70,001

そ の 他 228,561 純 資 産 合 計 23,378,446
資 産 合 計 24,324,717 負 債 ・ 純 資 産 合 計 24,324,717
（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しています。
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損 益 計 算 書

( 2017年2017年
１
12
月
月
１
31
日
日
から
まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 13,466,810
売 上 原 価 △139,043

売 上 総 利 益 13,327,766
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △5,626,381

営 業 利 益 7,701,384
営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,063

業 務 受 託 収 入 2,339

そ の 他 4,758 13,161
営 業 外 費 用

そ の 他 △2,385 △2,385
経 常 利 益 7,712,160

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 92
投 資 有 価 証 券 売 却 益 138,379
そ の 他 4,816 143,288

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 △868
関 係 会 社 株 式 評 価 損 △2,512,053
関 係 会 社 株 式 清 算 損 △173,328
そ の 他 △243,604 △2,929,854

税 引 前 当 期 純 利 益 4,925,594
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △1,715,148
法 人 税 等 調 整 額 △2,189,726 △3,904,875
当 期 純 利 益 1,020,718

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しています。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2018年２月15日
クックパッド株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 栗 栖 孝 彰 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 坂 井 知 倫 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、クックパッド株式会社の2017年１
月１日から2017年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計
算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して作成
することを認めている会社計算規則第120条第１項後段の規定により作成し、適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見
　当監査法人は、会社計算規則第120条第１項後段の規定により国際会計基準で求められる開
示項目の一部を省略して作成された上記の連結計算書類が、クックパッド株式会社及び連結子
会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以上
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2018年２月15日
クックパッド株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 栗 栖 孝 彰 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 坂 井 知 倫 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、クックパッド株式会社の
2017年１月１日から2017年12月31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。
　

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査
の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以上
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監査委員会の監査報告

監 査 報 告 書
　当監査委員会は、2017年１月１日から2017年12月31日までの第21期事業年度における取締役及び執行役の
職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下の通り報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
　監査委員会は、会社法第416条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締役及び執行役並びに使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。
① 監査委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、内部監査部門と連係の上、重要な会議に出席し、取
締役及び執行役等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、必要に応じて事業の報告を
受け、その運営全般について調査しました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、
連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）につき検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
② 取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人である有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人である有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年２月16日
クックパッド株式会社 監査委員会

監査委員長（社外取締役） 北 川 徹 ㊞
監査委員（社外取締役） 出 口 恭 子 ㊞
監査委員（社外取締役） 藤 井 宏 一 郎 ㊞

以 上
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■ 当社ＩＲ（投資家向け）情報 ホームページのご案内 ■

決算短信、有価証券報告書及び各種リリースに加えて、2018年２月９日に開催いたしました
『機関投資家向け2017年12月期通期決算説明会』のプレゼンテーション動画や配布資料を掲
載しています。ご参照いただけますと幸いです。

＜ＩＲ（投資家向け）情報 ホームページ＞
https://info.cookpad.com/ir
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メ モ 欄
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毎日の料理を楽しみに

株主総会会場ご案内図
会　　　　　場 ザ・ガーデンホール（恵比寿ガーデンプレイス内）
 東京都目黒区三田一丁目13番２号
会場の交通機関 ●JR山手線・埼京線　恵比寿駅東口から
 　恵比寿スカイウォーク（動く歩道）で徒歩約12分
 ●東京メトロ日比谷線　恵比寿駅１番出口を出て
 　正面のエスカレーターに乗り、JR恵比寿駅東口から
 　恵比寿スカイウォーク（動く歩道）で徒歩約14分

※　同施設内にあるザ・ガーデンルームではございませんのでご注意ください。
※　株主総会にご出席の株主さまへのお土産はとりやめとさせていただいて
　　おります。
　　何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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